違反対象物に係る公表制度（案）の概要
【趣旨】
　総務省消防庁から「違反対象物に係る公表制度の実施について」（平成２５年１２月１９日付け消防予第４８４号）が通知され、全国の消防本部に対し消防法令に重大な違反のある防火対象物について、その違反内容を公表する制度の実施が要請されています。
　違反対象物の公表については、現在、消防法令の規定により消防機関が命令を行った場合に、違反対象物への命令内容の公示が義務づけられておりますが、公示に至るまでの間、建物の危険に関する情報が利用者に提供されない状況にあります。
　このことから、利用者自らが建物の危険性に関する情報を入手し、建物を利用する際の判断ができるようにすることが必要となります。
　そこで本市では、重大な消防法令違反のある防火対象物について、その法令違反の内容を公表し、利用者の選択を通じて防火安全に対する認識を高めて火災被害の軽減を図るとともに、防火対象物関係者に防火安全体制の確立を促すことを目的として、本市火災予防条例等の一部を改正しようとするものです。
【制度の内容】
　今回の違反対象物に係る公表制度（案）の内容は、以下のとおりです。
①　防火対象物の消防用設備等の状況が、消防法令等の規定に違反し、それが重大な場合（③イ）は、その旨を公表することができることとします。
②　違反を公表しようとするときは、当該防火対象物の関係者にその旨を通知するものとします。
③　公表の対象となる防火対象物及び違反の内容並びに公表の手続は、市火災予防条例施行規則で定めることとします。
　　ア　公表の対象となる防火対象物
　　　　百貨店、ホテルなどの不特定多数の人が利用する施設や病院、社会福祉施設などの自力で避難をすることが難しい人が利用する施設を対象とします。（消防法施行令別表第１に示される特定防火対象物〈別紙資料参照〉）
　　イ　公表の対象となる違反の内容
　　　　屋内消火栓設備、スプリンクラー設備又は自動火災報知設備が一　切設置されていないこととする。
　ウ　公表する事項
　　　当該防火対象物の名称、所在地及び違反内容とします。
　エ　公表までの流れ
　　　　消防機関が立入検査結果を通知した後、１４日を経過した日にお　いて、なお、同一の違反が認められる場合とし、当該違反が改善されたことを確認できるまで行うこととします。
　オ　公表方法
　　　郡上市のホームページに掲載することとします。
【制度開始予定日】
　一定の周知期間を設け、制度開始予定日を平成３１年４月１日とします。
　
【参考通知文等】
　○　違反対象物に係る公表制度について
　　　　（平成２５年１２月１９日消防予第４８４号・消防庁次長通知）
　　○　違反対象物に係る公表制度における運用について
　　　　（平成２５年１２月１９日消防予第４８７号・消防庁予防課長通知）
　　○　違反対象物に係る公表制度の実施及び検討状況の調査について
　　　　（平成２８年１月１９日消第８２３号の２・岐阜県消防課長通知）
　　○　公表対象となる建物（消防法施行令別表第１より抜粋）
